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Ⅰ　移民ビザの拒否処分と合衆国市民の
結婚生活の権利
─ Kerry v. Din, 135 S. Ct. 2128 （2015）─
1 　事実
　被上告人 Dinは，2007年に帰化によってアメリカ合衆国市民権を取得したア
フガニスタン出身の女性である。同人は，2006年に結婚した訴外のアフガニス
タン市民たる夫のために，国務省に直近親族（immediate relative）の移民ビザ
の請願を行った。これが承認された後に，夫は在パキスタンのアメリカ大使館
で合衆国市民の直近親族ビザの申請を行った。アメリカ合衆国領事は，同夫が
移民国籍法の入国拒否条項（テロ活動）U.S.C. §1181（a）（3）（B）に該当するこ
とを理由に，ビザ発給の拒否処分を行った。
　同条項は，直接的なテロ活動だけではなく，テロ組織の物的支援（material 
support）やテロ組織代表者に仕える（serving）ことも入国拒否事由としてい
た。U.S.C. §1181（a）（3）（B）（i）, （iii）─（vi）.当該夫は，かつてタリバン政権下で
文官公務員であった。
　移民国籍法 U.S.C. §1182（b）（2）─（3）は，テロ活動を理由とするビザ拒否処分
には詳細理由の告知を免除している。被上告人は，この処分理由の免除条項が
本件に適用される限りで違憲である旨の宣言判決，および，領事に適切にビザ
申請を考慮することを命ずる職務執行令状を求めて，カリフォルニア北部地区
合衆国地方裁判所に提訴した。同地裁は訴えを却下したが，第 9巡回区合衆国
控訴裁判所は，被上告人が合衆国憲法修正第 5条のデュー・プロセス条項の下
で保護される結婚生活に関する自由の利益を有し，それにより夫の移民ビザ拒
否処分の司法審査を受ける地位を有すると判示した。合衆国最高裁判所は，国
務長官からの裁量上訴申請を認めた。
2 　争点
　合衆国市民は，外国人配偶者との結婚生活について，合衆国憲法修正第 5条
のデュー・プロセス条項で保護される権利又は自由の利益を有するといえる
か。その権利又は自由の利益は，外国人配偶者の移民ビザの審査について，修
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正第 5条の手続的デュー・プロセスによって保護されるものか。
3 　判決
　原審判決の破棄差し戻し。Scalia裁判官による相対多数意見（Roberts首席
裁判官，および Thomas裁判官が同調）。合衆国市民は，外国人配偶者との同
居について，合衆国憲法修正第 5条のデュー・プロセス条項で保護される権
利・利益を有しない。デュー・プロセス条項は，合衆国市民の外国人配偶者の
ビザ申請が手続的に適正に考慮されることを保障するものではない。
　Kennedy裁判官が結論同意意見（Alito裁判 官が同調）を提出。Breyer裁判
官が反対意見（Ginsburg，Sotomayor，および Kagan各裁判官が同調）を提出。
4 　判決理由
〔Scalia 裁判官による相対多数意見〕
　合衆国憲法修正第 5条は，「何人も…法の適正な手続なくして，生命，自由，
または財産を奪われない」と規定する。この「手続」の内容および質は，建国
以来大きな変化を遂げている。しかし，「生命，自由，または財産」が奪われ
ていないかぎり，手続保障の要請は妥当しない。本件で第 1の問題は，本件被
上告人の夫のビザ申請の拒否処分が，妻である被上告人から修正第 5条のデュ
ー・プロセス条項の何らかの自由の利益を奪っているかである。
　A　……
　B　［夫のビザ申請の拒否処分は妻たる被上告人の黙示的基本権を侵害するか］
　当裁判所は，いくつかの事例で，デュー・プロセス条項における「自由」の
語の中に黙示的基本権を読み込んできた。これらの事例で黙示的基本権は，
「生命，自由，または財産」の適切な解釈を越える保護が与えられてきた。し
かし，そもそも「生命，自由，または財産」が侵害されていなければ，どのよ
うな手続も要求されない。本件の第 1の争点は，被上告人が夫のビザ申請への
拒否処分について，これらの利益を侵害されたといえるかである。
　被上告人は，政府がデュー・プロセス条項の下での実体的要素（the 
substantive component of the Due Process Clause）の絶対的な保障を侵害したと
は明確に主張してはいない。その理由はおそらく，テロ活動に関わった外国人
の入国を禁止する法律が「国家のやむにやまれぬ利益の実現のために精確に作
成された （narrowly tailored to serve a compelling state interest）」（Din, at 2133）
ものであるといえるからであろう。ところが，被上告人は，当該法律の執行が
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同人の黙示的基本権を侵害するがゆえに，一連の手続的デュー・プロセスの保
障が憲法上要請されると主張する。
　当裁判所の先例判決が示すように，デュー・プロセス条項の「自由」に黙示
された利益であるためには，注意深い検討が必要であり，「その利益が侵害さ
れれば自由も正義も存在しえないと考えられるほどに，我が国の歴史と伝統に
客観的に深く根差したものであり，秩序ある自由という概念に含意されている
（objectively, deeply rooted in this Nation’s history and tradition, and implicit in 
the concept of ordered liberty, such that neither liberty nor justice would exist if 
［it was］ sacrificed）」（Washington v. Glucksberg, 521 U.S. 702, 720─21 （1997））
ことが立証されなければならない。
　被上告人が主張するのは，夫のビザ申請の拒否処分が，結婚における自由の
利益に関わるということである。つまり，配偶者と同居する権利への恣意的制
限から自由であるというデュー・プロセス条項の下での合衆国市民の自由の利
益がここで主張されているのである。しかし，当裁判所の先例判決は，そのよ
うな包括的な自由を保障するものではない。結婚に関する自由がデュー・プロ
セス条項に含意されていようとも，その特定の内容が歴史的に否定されている
場合には，その利益は国家の規制に譲歩しなければならない。我が国の議会は
移民法において，家族の再結合に継続的な尊重を示しているが，それは基本権
としてではなく立法上の恩恵としてである（Din, at 2136）。
　C　［手続的権利の保障について］
　Breyer裁判官の反対意見は次の 2つを議論する。第 1は，手続的デュー・
プロセスの権利が，憲法以外の法律などによって作られた自由の利益に付随し
ているという主張である。第 2は，手続的デュー・プロセスの権利が，憲法の
デュー・プロセス条項の構造，目的および性質に含意された「十分に重要な自
由の利益」（liberty interest sufficiently important）」（Din, at 2142）に付随して
いるという主張である。第 1の議論は否定しえない。法律が保護する自由に手
続的権利の保障は期待される。しかし，本件被上告人は法律が手続的保護を与
えていることを主張しているのではない。ところが反対意見を書いた Breyer
裁判官はこの議論を展開する。Breyer裁判官によれば，「結婚への法的保護
は，特に強い理由または公正な手続なくしては政府が夫婦の同居の自由を侵害
しないという強い期待」を生じさせていると主張される（Din, at 2143）。
Breyer裁判官が依拠する先例判決は，刑務所の服役者が模範的行動によって
仮出獄の時期を早めるために重ねた記録が，適正な手続なくして否定されない
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というものである。しかし，その事例で州政府に手続的デュー・プロセスが要
求されたのは，州の法律がそれを要求していると解釈されたからである。結婚
に与えられる法的利益は，外国人配偶者のビザ申請につき，合衆国市民たる配
偶者が合衆国で同居する自由を保障するために，手続的デュー・プロセスに従
ってのみその利益が制約できるという強い自由の保障を，法律が被上告人に与
えているわけではない。
　第 2の議論は，修正第 5条のデュー・プロセス条項の構造，目的および性質
から展開されるものであるが，第 1の議論より以上に問題がある。Breyer裁
判官は，配偶者の同居の権利および子どもを育てる権利と，合衆国市民が我が
国で居住する権利を併せたものを作り出そうとする。彼の議論は，デュー・プ
ロセス条項の「自由」に，実体的デュー・プロセスの保護を与えるほどには基
本的ではないが，手続的デュー・プロセスの保護を与えるだけの重要性を持つ
権利を含めるものである。これは，デュー・プロセス条項の下で黙示的基本権
が 2種類あることを主張するものである。その 1は，「やむにやまれぬ国家の
利益」がない限り剥奪されてはならない真に基本的な権利と，その 2は手続的
デュー・プロセスが保障されていれば奪いうる，それほどの基本性のない権利
である。しかし，この新奇な理論を支持するための先例判決の引用はない。
Breyer裁判官の議論は，黙示的基本権の判断基準である「客観的に深く我が
国の歴史と伝統に根差した，秩序ある自由の概念に含意された自由」
（Glucksberg, 521 U.S., at 720─21）の要件を緩めてしまうものである。
　本件で政府は被上告人の結婚の権利を否定してはいないし，被上告人とその
配偶者が合法的に在留することができる国での同居の自由を否定してもいない。
政府は単に被上告人の配偶者が移民国籍法のテロリスト条項に該当するゆえ
に，合衆国に入国することはできないと判断したに過ぎない。被上告人は，修
正第 5条のデュー・プロセス条項の「生命，自由，または財産」を侵害された
わけではなく，何らかの手続的デュー・プロセスの保障が必要なわけでもない。
〔Kennedy 裁判官の結論同意意見〕
　本件では，たとえ被上告人が，修正第 5条のデュー・プロセス条項の下で自
由の利益を持つと仮定しても，同人に与えられた手続上の保護は，デュー・プ
ロセス条項が要求する手続的保護を満たすものである。本件では，デュー・プ
ロセス条項の実体的要素について判断する必要はなく，ビザ拒否処分の理由が
示されていることをもって手続的保護が満たされていると判断することで十分
である。このことについて，本件の結論の先例判決と考えるべきは，
150　　比較法学 50巻 1号
Kleindienst v. Mandel, 408 U.S. 753 （1972）である。同事件は，スタンフォード
大学の教授達が，共産主義者と目されるベルギー人学者を講演のために招聘し
たが，ビザの発給が拒否された事件である。教授達は外国人学者の意見を知る
権利を修正第 1条の権利として主張したが，最高裁判所はその点に答えるので
はなく，国務長官による入国拒否事由の免除に関する裁量権の行使に違法はな
かったと判示した。当時の移民国籍法第1182（a）（28）（D）条は，入国拒否事由
として「世界共産主義（World communism）」の唱道者を規定しており，その
根拠条項を示し「文面上正当で信義誠実な理由（on the basis of a facially 
legitimate and bona fide reason）」（Mandel, at 770）に基づいてなされた司法長
官の入国拒否に関する処分は適法であると判示されたのである。国家安全保障
の分野においては，この判示内容が法準則として規律すべきである。
　本件では，アメリカ市民である被上告人が，その夫のビザ発給が拒否された
ことにより，結婚の権利に含まれる配偶者と同居する自由が侵害されたと主張
するが，ビザの拒否処分の理由として国家安全保障にかかわる根拠条項が示さ
れており，Mandel判決と同様に，ビザの拒否処分は「文面上正当で信義誠実
な理由」に基づいたものであるといえる。
〔Breyer 裁判官の反対意見〕
　被上告人が求めている保護は，配偶者との同居の自由である。この自由につ
き，被上告人が求めているのは実体的な保護ではなく手続的な保護である。当
裁判所の判例は次の 2つの場合に，被上告人が手続的権利の保障を受ける地位
にあることを明らかにしている。その 1は，デュー・プロセス条項の構造，目
的および性質に含意される「十分に重要な自由の利益」が手続的保護を必要と
する場合である。その 2は，憲法ではなく法律などの規範が，公正な手続なく
して自由が奪われないことにつき期待を形成している場合である。
　被上告人が求める保護は容易に上記 2つを満たしている。当裁判所はずっと
以前から，配偶者が同居し，子どもを育てる権利を内包する結婚という制度が
人間生活の中心であることを認識してきた。また，合衆国市民が我が国に居住
する権利は基本的な手続的デュー・プロセスの保障を受けることをずっと以前
から認識してきた。同様に，ビザの発給に関する法律を含め，我が国の法律
は，政府が強い理由もなく公正な手続もなく，結婚した配偶者の同居の権利を
奪わないという期待を形成してきたといえる。
　本件で我々が検討すべきは，手続的デュー・プロセスの全ての要素ではな
く，最低限の要素，つまりビザが拒否された適切な理由を提示するという保障
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だけである。それは本件では，処分の根拠となる事実，またはそれに相当する
情報を提供するだけの詳細な根拠条項の特定である。
5 　判例研究
　本判決で検討すべき論点は 3つある。第 1は，合衆国憲法修正第 5条の下で
の実体的デュー・プロセスの議論である。第 2は，同じく修正第 5条の下での
手続的デュー・プロセスの議論である。第 3は，本判決では明示的には取り上
げられていない国際人権法の下での家族生活の権利である。そして本節の結び
として，本判決の裁判官構成の特徴について，今開廷期のもう 1つの結婚に関
する判決である同性婚判決（1） と比較検討する。
（ 1）　実体的デュー・プロセスの議論
　ビザ発給の許否については司法審査が原則的に排除される。しかし，当該処
分が合衆国市民の憲法上の権利侵害に関わる場合には，極めて例外的な司法審
査が認められる。本件では，合衆国市民たる被上告人は外国人配偶者と結婚生
活を営む権利が侵害された旨を主張した。相対多数意見は，結婚した配偶者が
結婚生活を送る権利が実体的デュー・プロセスの解釈論で保護されるかについ
ては直接答えることなく（2），外国人配偶者へのビザの拒否処分は，合衆国市民
が外国人配偶者との結婚生活を営む権利を侵害するものではないことを強調す
る。したがって，相対多数意見の立場は，本件では被上告人の憲法上の権利侵
害は生じないとするものである。
　本判決の相対多数意見の執筆者である Scalia裁判官は，配偶者が同居して結
婚生活を営む利益が，実体的デュー・プロセスの解釈論の下で修正第 5条が保
護するものであるかについてあいまいな態度を取っている。Scalia裁判官は，
これまでデュー・プロセス条項の下で認められてきた実体的権利や自由の利益
について批判を展開し，この条項で認められるべき黙示的権利は，「客観的に
（ 1）　Obergefell v. Hodges, 135 S. Ct. 2584 （2015）. その判例評釈として、秋葉丈
志「自由と平等から導かれる同性結婚の権利」比較法学49巻 3 号251頁
（2016年）参照。
（ 2）　相対多数意見は、デュー・プロセス条項の下で保護される基本的権利を判
断する基準として、医師の幇助による死ぬ権利を扱った Glucksberg判決で
述べられた「歴史と伝統に客観的に深く根差している」ことを繰り返し、抑
制的な立場を強調した。同判決の判例評釈として、佐藤雄一郎「医師の助け
を受けて死ぬ権利（PAS）」アメリカ法判例百選100頁（2012年）参照。
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深く我が国の歴史と伝統に根差したもの」に限定すべきことを繰り返し指摘す
る。
　これに対し Breyer裁判官の反対意見は，結婚した配偶者が同居し結婚生活
を営むことは修正第 5条のデュー・プロセス条項が保護する結婚の権利の重要
な一部を構成するものであるとする。Breyer裁判官は，外国人配偶者のビザ
拒否処分は合衆国市民の憲法上の権利侵害に関わるものであるゆえに，司法審
査の対象となることを指摘する。この論理の延長線上で，憲法上の権利の侵害
を防ぐための手続的デュー・プロセスの保障の必要性が指摘される。
（ 2）　手続的デュー・プロセスの議論
　合衆国憲法が要請する手続的デュー・プロセスは，全ての政府の行為につい
て一定の内容の保障が要求されるのではなく，当該手続が扱う権利利益の重要
性に応じて，手続保障の内容が変化することが確立している（3）。相対多数意見
の立場では，被上告人は，政府のビザ発給拒否処分によって憲法が保障するい
かなる権利利益も侵害されていないゆえに，合衆国憲法上のいかなる手続保障
も主張しえないことになる。また，本件では，移民国籍法自体が国家安全保障
に関わる事由でビザ発給拒否処分がなされる場合には，根拠条文の引用以上の
処分理由の開示をしないことを処分行政庁に許容している。
　これに対して，Breyer裁判官の反対意見は，本件で合衆国憲法のデュー・
プロセス条項が要求する手続保障は最低限の保障であり，それは処分の根拠と
なる事実，またはそれに相当する情報を提供するだけの詳細な根拠条項の提示
であると指摘する。この立場は，合衆国市民たる本件被上告人が外国人配偶者
と同居生活を営むことが，修正第 5条の下での結婚の権利の重要な内容を構成
するとの立場から導き出されるものである。すなわち，実体的デュー・プロセ
スの解釈論の下で結婚の権利から導きだされる配偶者の同居の権利が，手続的
デュー・プロセスの解釈論の下で導かれる最低限の手続保障としての処分理由
の開示を受ける権利とが合わせて主張される。
（ 3）　合衆国憲法修正第 5条および第14条のデュー・プロセス条項が、どのよう
な内容の手続保障を要請するかについては、 3つの要素によって決定される
ことが先例判決により確立している。第 1は政府の行為により影響を受ける
私人の利益の性質、第 2は当該手続がもたらす誤った判断の危険性、そして
第 3は追加的な手続保障で生じる政府の負担である。Mathews v. Eldridge, 
424 U.S. 319 （1976）. KATHLEEN M. SULLIVAN &NOA FELDMAN, CONSTITUTIONAL 
LAW 484 （18th ed. 2013）.
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　Scalia裁判官は，この反対意見に対して，合衆国憲法の下での基本的権利の
保障を弱めるものであると批判する。すなわち，やむにやまれぬ国家の利益が
立証されない限り奪われない基本的権利と，手続保障が与えられれば奪われう
る基本的権利という二分論を導き出すことになると批判するのである。
Kennedy裁判官の結論同意意見は，手続的デュー・プロセスの解釈論につい
ては，結婚の何らかの自由の利益に関わるものであろうがなかろうが，外国人
は入国の権利を持たないがゆえに，国家安全保障に関わるビザの発給拒否処分
についてどの程度の理由の開示が要請されるかは，連邦議会が法律で定めるも
のが憲法上のデュー・プロセスの要請を満たすとの立場をとる（4）。この見解が
原審判決破棄差し戻しという事件処理を決定付けた。
（ 3）　国際人権法の下での家族生活の権利
　国際人権諸条約の中で最も重要なものの一つである自由権規約は，その第17
条 1項において家族生活の保護を規定する（5）。アメリカ合衆国も自由権規約の
締約国である。また，アメリカ合衆国は，合衆国憲法第 6条 2項の最高法規条
項により合衆国政府の締結した条約を，「国の最高法（Supreme Law of the 
land）」と位置付けて国内立法への変形なく，連邦法として国内的効力を認め
ている。ところが，本件の全ての審級の審理において（6），合衆国政府の自由権
規約の遵守義務が議論された形跡はない。その最大の理由は，自由権規約の連
邦議会上院による承認の際に，同規約の非自動執行性が宣言されているからで
ある（7）。すなわち，同規約はそのままの形では裁判所において直接適用される
性質をもたないことを上院が宣言しているのである。
　しかし，条約の自動執行性についての判断は，少なくともそれが具体的な訴
訟において争われる限りは，裁判所が連邦議会の宣言とは独立して行うことが
（ 4）　Kennedy裁判官のこの立場は、外国人の入国のための要件をどのように
定めようとも、それは連邦議会の「絶対的な権限（plenary power）」である
とする United States ex rel. Knauff v. Shaughnessy, 338 U.S. 537 （1950）判決
を想起させる。
（ 5）　International Covenant on Civil and Political Rights, ratified by the United 
States, opened for signature Dec. 16 1966, 999 U.N.T.S. 171 （entered into force 
Mar. 23, 1976, ratified by the United States June 8, 1992）.
（ 6）　本件の控訴審判決は Din v. Kerry, 718 F. 3d 856 （9th Cir. 2013）、地裁判決
は Din v. Clinton, 210 U.S. Dist. LEXIS 62429 （N.D. Cal., June 21, 2010）．
（ 7）　国際自由権規約の連邦議会による非自動執行の宣言については、宮川成雄
「自由権規約とアメリカ法」同志社法学48巻 3号178頁（1997年）参照。
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できるものである（8）。裁判所は，条約の特定の条項について自動執行性を認め
るに足りるだけの明確性と完全性を備えているかを判断することができる。自
由権規約第17条 1項は，「何人も，その私生活，家族，住居…に対して恣意的
に若しくは不法に干渉され又は名誉及び信用を不法に攻撃されない。」と規定
している。これはアメリカの裁判所が適用するのに十分な明確性を持っている
といえる。また，同条項を国内的に実施するための法制度として，アメリカ合
衆国は移民国籍法およびそれについての判例を十分に用意しており，条約の自
動執行性を満たすための完全性を備えている。具体的事件を審理する裁判所
は，連邦議会上院の非自動執行宣言にこだわることなく，司法権の職分を果た
すことによって，アメリカ合衆国の自由権規約の遵守義務を履行することがで
きる。しかし，アメリカでは少なくとも上院の非自動執行の宣言が付されてい
る条約の違反は，訴訟における主位的な主張としては有効なものとは考えられ
ていないようである（9）。
（ 4）　本判決の裁判官構成
　本判決は，判決理由について 5名以上の裁判官の意見の一致を見た法廷意見
ではなく，事件処理の結論についてのみ 5名の裁判官の合意が形成された相対
多数意見である。裁判官グループは 3 ─ 2 ─ 4に分かれておりリベラル派 4名に
よる反対意見の方が強い一体性を示している。事件処理を示す裁判所の判決
（the judgment of the Court）は，保守派の Scalia裁判官が執筆し，Roberts首
席裁判官および Thomas裁判官が同調した。中間右派の Kennedy裁判官は結
論同意意見を提出し，Alito裁判官が同調した。リベラル派の Breyer裁判官は
反対意見を提出し，Ginsburg，Sotomayor，および Kagan各裁判官が同調し
た。この裁判官構成を，今開廷期のもう一つの結婚に関する判決である同性婚
判決と比較すると（10），同性婚判決では中間右派の Kennedy裁判官がリベラル
派陣営に加わり，同性婚を禁ずる州法を合衆国憲法違反とする法廷意見を執筆
（ 8）　RESTATEMENT （THIRD） OF FOREIGN RELATIONS LAW OF THE UNITED STATES §111 
cmt. h. （1987）.
（ 9）　宮川成雄「アメリカ裁判所における国際人権法の援用」国際人権法の国内
的実施　講座国際人権法 3巻210頁（信山社、2011年）所収。
（10）　同性婚判決が下される直前のコメントであるが、Andrew Haile, Kerry v. 
Din: The Supreme Court’s “Other Marriage Decision” Preserves Status Quo in Visa 
Denials, Leaves Tangled Trail for Lower Courts to Follow, 2015 EMERGING ISSUES 
7341を参照。
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している点に特徴がある。
　このように結婚制度についての既成概念が揺れる中で，合衆国市民たる配偶
者が外国人配偶者を呼び寄せてアメリカ合衆国で同居することを，修正第 5条
のデュー・プロセス条項の下で保護される権利と位置付けた 4人の最高裁裁判
官の意見の一致は特筆すべきことである。相対多数意見を執筆した Scalia裁判
官は，本判決が適法に居住することのできる国家の領域で両配偶者が同居する
権利を否定するものではないと虚しい弁明をする（Din, at 2138）。これに対
し，反対意見の 4裁判官は国境を越えて移動する個人の結婚の権利を保障しよ
うとする姿勢を示している。この Breyer裁判官の反対意見は，「移民国家アメ
リカ」が移民法の歴史の中で形成してきた家族の結合という価値の尊重を示し
ていると同時に，国家の枠を越えて家族生活の権利を保障するものとして，国
際人権法の観点からも評価されるべきものである。
 （宮川成雄）
